
「業務改革プログラム（案）」に基づく取親l斬  

Ⅰ．「国民サービスの向上」関係  

○ お客様の声に対応したサービスの改善  

【取組】   

①通知書等に関するモニター調査の実施（平成18年度～）   

②届書等の様式及び添付書類の統一化（平成18年度までに実施）  

【効果】  

● 裁定請求書の事前送付（平成17年10月～）と併せて、年金受給者及び被   
保険者等の意見を的確に取り入れながら通知書の見直し等を進めること   

により、通知書等に関する問い合わせ・苦情を減少させることができる。   

（通知書等に関する問い合わせ・苦情の3割削減を目標とする。）   

（参考）裁定請求書を含め、各種通知書等に関する相談のうち、書き方ヰ続に関する  

ものが全体の約7割を占める。  

【18年度概算費用】  

（む1．2百万円  

②  
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○ 年金相談体制及び年金個人情報の提供等の充実  

【取組】   

①中央年金相談室の電話相談ブース拡充及び年金電話相談センターとのネットワーク化  

（平成17年10月～）   

②年金電話相談センターの集約化及び総合コールセンターの整備（平成20年度～）  

【効果】  

● 電話応答率の大幅な向上を図ることができる。（早急に5割、その後でき   

る限り早期に8割の達成を目標とする。）  

● 電話相談の利便性の向上により、相談者はわざわざ社会保険事務所及   

び年金相談センターを訪問する手間を省くことができる一方、電話相談の   

利用率の増加に伴い、相談業務に係る1件当たりのコストの縮減を図る   

ことができる。   

（1件当たり費用（16年度予算ベース）：年金相談センター3，388円／   

件、年金電話相談センター1，544円／件）  

● 年金電話相談センターの集約化により、電話相談の業務運営の効率化と   

ともに、相談員の賞の向上及び標準化を図ることが容易になる。  

【18年度概算費用】  

（Dl，542百万円  
②  

（参考：年金電話相談センター  
（23ケ所）2，560百万円）  
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○ 事務処理の効率化   

【取組】入力委託対象届書の拡大（平成18年度～（一部モデル実施 平成17年10月～））  

【効果】  

●入力業務の外部委託を拡大することにより、同一の入力業   
務を職員が実施する場合と比べ、年間約1．1億円程度の費   

用削減効果を見込んでいる。  
● 外部委託の推進により、職員の保険料収納対策業務等への   

シフトが可能となる。  

【18年度概算費用】  

725百万円  
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Ⅱ．「年金制度の周知徹底」関係  

○ 創意工夫を凝らした年金広報・教育の実施  

【取組】  

＜17年度中～＞   

・地方社会保険事務局主催の公開講座  

（概算費用38百万円）  

・大学生向けの年金セミナーの開催  

（概算費用6．7百万円）  

＜19年度－＞  ＜18年度～＞  

・「年金被保険者のしおり」の作成・   

配布（概算費用40百万円）  

・ネット番組の配信及びキッズページ  

の作成（概算費用39百万円）  

・「総合力タログ」「目的別パンフ」の作成一   

配布  

【効果】  

●エ夫を凝らした年金広報一散育を展開し、対象者の関心事項に対応した形で年金制度をわかり   
やすく解説することにより、効果的に制度の周知を図ることができる。  
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Ⅲ．「保険料収納率の向上」関係  

○ 民間委託の推進   

【取組】   

国民年金保険料収納業務の市場化テストモデル事業の実施及び全国展開に向けた段階的な拡充  
（平成17年10月から5ケ所で実施、平成18年度から35ケ所で実施。）  

【効果】  

● 収納業務に民間のノウハウを活用するとともに、収納業務に係   

るコストの縮減を図ることができる。   

（平成17年度実施対象の5ケ所の社会保険事務所については、  

予算額（満年度ベース）約2．7億円に対し、落札額は約1．5億  

円（▲46％）であった。）  

● 民間委託の推進により、職員の強制徴収業務等へのシフトが可   

能となり、保険料収納体制の強化を図ることができる。  

【概算費用】  

136百万円（17年度）  

1，370百万円（18年度）  
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○ 免除申請手続の簡素化  

【取組】全額免除対象者等の免除申請手続の簡素化（平成18年7月～）  

【効果】  

● 免除申請者の負担軽減及び免除を受けることができる   

方からの申請漏れの防止を図ることができる。  
●前年度から継続して承認を受ける方への納付書の送付   

が不要になり、年間約2．1億円の事務コストを削減する   

ことができる。  

【18年度概算費用】   

250百万円  

（システム開発経章）  
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